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地域における多文化共生推進プラン 

１、２ 〔略〕 

３．地域における多文化共生の推進に係る具体的な施策 

〔略〕 

(1) 〔略〕

(2) 生活支援

①、② 〔略〕

③ 労働環境

ア．ハローワークとの連携による就業支援

 外国人人の就業機会を確保するため、地域のハローワークと連携

して就業支援すること。 

イ．商工会議所等との連携による就業環境の改善

  地元の商工会議所などと連携して、地域の企業と協議の場を設け、

社会保険への加入の促進等、外国人労働者の就業環境の改善を促す

とともに、地域の企業に対しては、地域社会の構成員として、社会

的責任を有していることが理解されるよう、啓発を行うこと。 

ウ．外国人住民の起業支援

  起業意欲のある外国人労働者が、地域経済の特徴や外国人の発想

を活かした企業家として地域で活躍できるように、情報提供等、外

国人住民の起業支援を行うこと。 

④ 〔略〕

⑤ 防災

ア．災害等への対応

 平常時から外国人住民に対する防災教育・訓練や防災情報の提供

を行うとともに、緊急時の対応として、特に、多様な言語による各種

気象警報の伝達や避難誘導の他、避難所における外国人住民の支援

方策などを行うこと。 

 また、これらの外国人住民向け防災対策を各地方公共団体の地域

防災計画に明確に位置づけた上で、大規模災害発生時に外国人被災

者への対応を専門とする支援班を災害対策本部に設置すること。 
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イ．緊急時の外国人住民の所在把握

 災害弱者の所在情報の把握は、防災対策を行う上で不可欠である

ため、外国人の所在情報について平常時から的確に把握しておくこ

と。 

ウ．災害時の通訳ボランティアの育成・支援、連携・協働

 地方公共団体における防災部門と外国人住民施策担当部門の連携

をはじめとして、ＮＰＯ、ＮＧＯ、地域の自主防災組織など、多様な

民間主体との連携・協働を図ること。 

エ．大規模災害時に備えた広域応援協定

東海地震や東南海・南海地震、首都直下地震等の大規模震災が発生

すると、被災地以外の地域からの多数の通訳ボランティアが必要と

なることや、少数言語への対応の必要等を勘案し、地域国際化協会、

ＮＰＯ、ＮＧＯ、その他の民間団体も含め、地方公共団体の枠を超え

た広域の応援協定を策定すること。 

オ．災害時の外国人への情報伝達手段の多言語化、多様なメディアと

の連携

 災害発生時や事前の防災対策において、あらかじめ災害時に役立

つ外国語表示シート等を準備するほか、ラジオ・テレビ等の既存メデ

ィアのデジタル化による多言語化や、ＩＣＴの活用、エスニック・メ

ディアの活用など、多様なメディアとの連携の可能性を検討するこ

と。 

⑥ 〔略〕

(3)、(4) 〔略〕
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外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂） 

令 和 元 年 1 2 月 2 0 日 

外国人材の受入れ・共生に関する 

関 係 閣 僚 会 議 

※集中防止策、防災対策及び就労支援の主な関係箇所を抜粋

Ⅰ 基本的な考え方 〔略〕 

Ⅱ 施策 

１ 〔略〕 

２ 外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進に向けた取組 

(1) 特定技能外国人の大都市圏その他特定地域への集中防止策等

【現状認識・課題】

特定技能制度の運用に当たっては、特定技能外国人が、大都市圏その他の特定の

地域に過度に集中することなく、地域の人手不足に的確に対応し、地域の持続的発

展につなげていく必要がある。 

また、「特定技能」での就労を希望する国内外の外国人の中には、求人情報に接す

る機会に乏しい者もおり、他方で、特定技能外国人の雇用を検討している中小企業

の中には、外国人雇用の経験に乏しく、求人情報を効果的に提供する方法を必ずし

も熟知していない企業が存在する。 

このような観点から、特定技能外国人と企業とのマッチング支援をはじめとする

各種の措置を講ずる必要がある。 

【具体的施策】 

○ 特定技能制度において、大都市圏等の特定の地域に集中して就労することを防

止し、かつ、就労を希望する国内外の外国人の意向と中小企業をはじめとした外

国人雇用の経験に乏しい外国人の雇用を希望する企業のニーズをマッチングさ

せるため、各分野特有の状況等を考慮の上、以下の措置を講ずる。

・ 受入れに係る採用、生活環境整備、人材育成等の優良事例の紹介や、共同で

の企業 PR 活動、宿舎手配、研修等の事業者間の連携を促進するための情報提

供。（14分野）

・ 企業・在留外国人に対する地方におけるセミナーの開催（14分野）

・ 分野別協議会における引き抜き防止の申合せ等引き抜き防止に対する厳格な

対応が行われるよう分野別協議会を通じた指導を実施（14分野）

・ 地方における技能評価試験の実施（14分野）

・ 特定技能外国人として就労を希望する者と特定技能外国人の雇用を希望する

企業のマッチングを実施する都道府県（適切な団体に委託可）に対する必要な
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経費の助成（介護分野） 

・  技能評価試験合格証明書の発行の際、過度集中地域の受入れ機関から徴収する

費用の引上げ。（ビルクリーニング分野） 

・ 特定技能外国人の受入れ事業実施のための法人を設立し、全国の求人求職情

報の集約等のマッチングの実施。また、都市部と地方の間で著しい待遇の格差

が生じないよう、同法人において、地方における求人の発掘を積極的に行うと

ともに、受入れ企業に対する求人条件の見直しなどの助言・指導の実施。（建設

分野） 

・ 地域における事業者間連携による自律的取組の発掘・支援（自動車整備分野） 

・ 特定技能外国人の雇用を希望するホテル、旅館等の求人情報について業界団

体や試験実施機関のホームページへの掲載。ホテル、旅館等や在留外国人を対

象としたセミナーを開催し、制度の広報等を行い受入れ環境を整備。（宿泊分野） 

〔厚生労働省、経済産業省、国土交通省、農林水産省等〕《施策番号８》 

 

○ 外国人の受入れ・定着に積極的に取り組む地方公共団体とハローワークが連携

する「地域外国人材受入れ・定着モデル事業（仮称）」を実施し、優良事例や効果

を検証する。〔厚生労働省〕《施策番号９》 

 

○ 特定技能外国人が、大都市圏等の特定の地域に集中して就労することを防止し、

かつ、就労を希望する国内外の外国人の意向と中小企業をはじめとした外国人雇

用の経験に乏しい外国人の雇用を希望する企業のニーズをマッチングさせるた

め、必要な措置を講じるに当たっては、分野所管省庁等に特定技能外国人に係る

在留数等必要な情報を提供していく。また、就労を希望する外国人等に対し、受

入れ機関の情報を提供していく仕組みを構築するとともに、地方における人手不

足の状況や特定技能外国人の受入れ状況等の情報把握・分析機能の強化を行う。

〔法務省、厚生労働省〕《施策番号 10》 

 

○ 地方公共団体と連携して地方で就労することのメリットを周知するとともに、

外国人受入環境整備交付金による地方への支援を引き続き推進する。〔法務省〕

《施策番号 11》 

 

○ 「特定技能」の在留資格が創設されたことを踏まえ、大都市圏その他の特定の

地域に外国人が過度に集中することなく、地域の人手不足に的確に対応し、地域

の持続的発展につなげていく必要がある。外国人材の受入支援や共生支援等の優

良事例の収集・横展開を行い、地方公共団体の自主的・主体的で先導的な取組に

ついて、引き続き地方創生推進交付金により積極的に支援する。〔内閣府（地方創

生）、内閣官房（まち・ひと・しごと創生本部）〕《施策番号 12》 

 

○ 以下の取組については、必ずしも外国人材を対象にしたものではないが、その

推進を図ることにより、地域への就労促進に資すると考えられる。 



5 

・ 住宅紹介等を行う地方の居住支援法人や家賃低廉化補助等を行う地方公共団

体等の取組に対する地方財政措置を含めた充実した財政支援の実施 

・ 元請・下請の取引関係の適正化や介護等公定価格でサービス対価が決まる分

野における処遇改善等の賃金の引上げに関する取組の推進 

〔厚生労働省、国土交通省、経済産業省、公正取引委員会〕《施策番号 13》 

 

(2)～(4) 〔略〕 

 

３ 生活者としての外国人に対する支援 

(1) 〔略〕 

 

(2) 生活サービス環境の改善等 

① 〔略〕 

 

 ② 災害発生時の情報発信・支援等の充実 

【現状認識・課題】 

     在留外国人の増加に伴い、災害発生時における外国人に対する災害そのものや被

災者の生活支援、気象に関する情報提供等が重要性を増している。 

     また、大規模災害が発生した際には、在留外国人の安否確認等に困難が伴うこと

から、在京大使館、関係省庁、地方公共団体等の間における円滑な情報連絡体制の

構築も必要となる。 

 

【具体的施策】 

     ○ 外国人が必要とする防災・気象情報に容易にアクセスできるよう、防災・気象

情報に関する多言語辞書の作成（11か国語）、当該 11か国語多言語辞書の「Safety 

tips」への反映及び気象庁ホームページの多言語化（11か国語）を進めたところ

であり、これらについて、さらに対応言語を 14か国語に拡大するとともに、民間

事業者のウェブサイトやアプリ等を通じた防災・気象情報の多言語化を推進する。 

     こうした対応等について、多言語化を進めている出入国在留管理庁ホームペー

ジにおいて日本語を解さない人でも理解できるような案内を掲載するとともに、

「特定技能」の在留資格に基づく外国人材の受入れ機関、登録支援機関等を通じ

て、周知・普及促進を図る。〔内閣府（防災担当）、法務省、総務省、国土交通省〕

《施策番号 64》 

 

    ○ 災害時に行政等から提供される災害や生活支援等に関する情報を整理し、避難

所等にいる外国人被災者のニーズとのマッチングを行う「災害時外国人支援情報

コーディネーター」について、令和２年を目途に都道府県及び指定都市での配置

が可能となるよう、養成研修を平成 30 年度から実施する。〔総務省〕《施策番号

65》 
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    ○ 災害発生時の在日大使館等との連携強化を図るため、在日大使館等を対象とす

る防災施策説明会を実施する。また、災害時における関係省庁の情報提供ウェブ

サイト等を自国民に対して周知するよう要請する。〔外務省〕《施策番号 66》 

 

    ○ 外国人からの 119 番通報や外国人のいる救急現場での活動等に迅速・的確に対

応できるよう、電話通訳センターを介した同時通訳の体制整備を進める。 

      外国人のいる救急現場での活動等に迅速・的確に対応できるよう、外国人傷病

者とのコミュニケーションを支援する多言語音声翻訳アプリの消防本部への導

入の促進を図る。〔総務省〕《施策番号 67》 

 

(2) ③～⑤ 〔略〕 

 

(3)～(5) 〔略〕 

 

  (6) 適正な労働環境等の確保 

   ① 〔略〕 

 

   ② 地域での安定した就労の支援 

【現状認識・課題】 

     在留外国人の増加やその多国籍化・多言語化に伴い、ハローワークにおける相談

対応の多言語化を図ることが求められているとともに、それらの外国人について、

円滑な就職活動を可能とし、その就労の安定を図ることが必要とされている。 

     また、前記のとおり我が国での就職を希望する留学生に対し、より一層の就職支

援が必要である。 

 

【具体的施策】 

    ○ 多言語コンタクトセンターの対応言語について、３か国語を新たに追加し 14

か国語とすることで機能強化を図る。また、通訳員を配置しているハローワーク

について、各地域の実情を踏まえ、対応言語の追加の検討を行うほか、多言語翻

訳システムについて試行的に導入しその効果を測定することにより、ハローワー

クにおける相談体制等の更なる整備を図り、円滑な就職支援を実施する。〔厚生

労働省〕《施策番号 129》 

 

    ○ 特定技能外国人を含む外国人材の地域での安定した就労が確保されるよう、身

近な地域での就職を希望する場合には、地域のハローワークにおいて、多言語対

応（14 か国語）により、地元企業の情報や外国人が応募しやすい求人情報の提供

を行うなど、できる限り本人の希望に沿った就職が可能となるよう支援を行う。

〔厚生労働省〕《施策番号 130》 

 

    ○ 外国人雇用サービスコーナー等において、専門相談員の配置による職業相談や、
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定住外国人等が応募しやすい求人情報の提供、地方公共団体が設置する一元的な

窓口との連携等により、安定的な就労の促進及び職場定着を図る。また、定住外

国人等を対象とした、日本の職場におけるコミュニケーション能力の向上やビジ

ネスマナー等に関する知識の習得を目的とした研修事業（外国人就労・定着支援

研修事業）について、実施地域及び対象者数の拡充を図る。〔厚生労働省〕《施策

番号 131》 

 

    ○ 定住外国人を対象とした、日本語能力に配慮した職業訓練を実施するほか、都

道府県等の実情に応じ、定住外国人職業訓練コーディネーターの配置を進める。

また、好事例の収集及びその周知等を図ることで日本語能力に配慮した職業訓練

の実施を希望する地方公共団体を支援する。〔厚生労働省〕《施策番号 132》 

 

    ○ 人材開発支援助成金制度の周知・広報を図り、外国人を含む労働者の職業訓練

等に取り組む事業主等を支援することにより、その労働者のキャリア形成を促進

する。〔厚生労働省〕《施策番号 133》 

 

 (7) 〔略〕 

 

４ 〔略〕 
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①居住 

外国人住民の入居にあたって、敷金や礼金などの日本特有の住慣

習やゴミの処理方法などの地域における生活ルール等、生活習慣の

差異に起因するトラブルが起こりやすい。 

民間住宅に関する情報提供や生活相談への対応、地域全体でのサ

ポートは、地方自治体が直接関わることのできない場面が多く、Ｎ 

ＰＯやその他関連団体との協力により進めていく例が多い。本事例

集では、ＮＰＯや公益財団法人が取り組んでいる先進的な取組を紹

介する。 

 
②教育 

長期間在留する外国人の増加に伴い、外国人の子どもも増加し、学

校教育の問題は喫緊の課題となっている。外国人の子どもに対して

は、日本語教育と教科教育の両方のサポートを考慮する必要がある。

また、外国人の子どもが学校で孤立したり、いじめにあったりして居

場所を失う問題、様々なルーツを持つ子どもたちのアイデンティテ

ィの問題、保護者の不安定な雇用環境に伴う経済問題、さらには保護

者の日本語能力や日本の教育制度への理解が十分でなく、学校と保

護者の間でうまくコミュニケーションが取れないことをはじめとす

る様々な理由により、不就学の子どもが生まれてしまう問題など、そ

の課題や背景は複雑化している。 

これらの課題に対し、外国人の子どもが日本の学校生活に戸惑わ

ずに早期に適応できるようにするため、就学前の子どもを対象に行

う「プレスクール」の取組が注目されている。また、子どもへの支援

には保護者の理解や日本語能力が重要であることから、子どもだけ

でなく保護者も対象とした取組や、子どもの居場所づくりへの取組な

ど、課題解決に向け、各地域の実情に合わせた取組を紹介する。 

 
③労働環境 

多文化共生の推進において、外国人の労働環境の整備は重要な役

割を占めるが、労働環境は雇用主と被用者たる外国人との関係から 
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決まることから、地方自治体やＮＰＯなどの公的団体が直接関わる

機会が少ない。 

人口減少社会においては、産業の現場において外国人が重要なポ

ストに就くようになるなど、その存在が増加する傾向にあると考え

られる。国においても高度人材の活用や技能実習制度の拡充が本格

化する中、日本語能力の低さが就職に支障をきたしたり、職場内で良

好なコミュニケーションをとることができないなど、外国人が新た

に就労するにあたっての課題は未だに多い。 

地域産業の原動力として地域の発展に貢献してもらうことが外国

人のみならず地域社会にとっても重要となっていることを踏まえ、

地方自治体や各団体が行っている外国人住民の就労支援や労働環境

の改善にかかる取組を紹介する。 

 

④医療・保健・福祉 

「はじめに」でも述べた通り、永住者がこの 10 年で倍増したこ

とに代表されるように、長期間在留する外国人は近年増加している。

これに伴い、主な国籍別に見ても、韓国・朝鮮人やブラジル人をはじ

め、高齢化が進んでいる実態がうかがえる（下記参考の通り）。 

これにより、ライフステージが多様化し、入院、出産や子どもの健

康など、外国人住民が日本の医療や福祉サービスの受給者となる場

面が増えている。また、外国人観光客をはじめとする訪日外国人も急

増しており、医療通訳のニーズは大きくなる一方である。 

そこで、外国人住民の医療・保健・介護に関する課題に対する、各

地の医療・福祉関係機関や地方自治体における取組を紹介する。 

 

  

（参考）在留外国人の総数に占める 65 歳以上の世代の変化（括弧内は割合） 

2005 年 2015 年 
全体 110,743 人(5.5%) → 153,735 人(6.9%) 
韓国・朝鮮人 90,265 人(15.1%) → 118,283 人(24.1%) 
ブラジル人 2,440 人(0.8%) → 5,437 人(3.1%) 
中国人 9,988 人(1.9%) → 16,503 人(2.3%) 

（注１）法務省の在留外国人統計（旧登録外国人統計）による。 

（注２）2005 年は外国人登録者数、2015 年は在留外国人数である。 

（注３）2005 年の「中国人」は台湾を含むものであることから、比較上、2015 年についても同じ取扱とした。 

（注４）「韓国人」と「朝鮮人」は、2005 年は「韓国・朝鮮人」として合算して計上されていることから、比較上、2015年について

も同じ取扱とした。 
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⑤防災 

災害発生時においては、外国人は情報伝達の点で災害弱者として

捉えられやすい。プランにおいても、「災害等への対応」や「緊急時

の外国人住民の所在把握」など、外国人住民を「支援される側」とし

て捉えた施策（公助）の例が多く挙げられている。近年の外国人観光

客をはじめとする訪日外国人の増加もあいまって、外国人に対する

災害時の対応策は各地域において重要なテーマとなっている。 

こうした中、防災に関する知識の習得や意識啓発による外国人住

民の自助力の向上を目的とした取組が進められている。また、地域ぐ

るみの訓練等を通じ、外国人住民を地域の一員として日本人住民と

共に「支援する側」（共助）として捉えた先進的な取組が見られるよ

うになった。 

そこで、本事例集では、「公助」だけでなく「自助」、「共助」の

観点から、各地の取組を紹介する。 

 

（３）多文化共生の地域づくり 

①地域における多文化共生の啓発 

外国人住民が地域において自立し社会参加をしていくためには、

外国人への働きかけだけでなく、日本人住民がいかに受け入れるか

が重要である。そのためには、地域社会への多文化共生の意識啓発

や、日本人住民と外国人住民との交流の場をつくることが必要であ

る。 

プランでは、多文化共生の意識啓発のため、住民や企業、ＮＰＯ 

等への啓発や、学校、図書館、公民館等の様々な拠点づくり、地域住

民が交流する機会となるようなイベントの開催を施策の例として挙

げている。 

本事例集では、より多くの地域住民の参加を促す工夫がなされて

いる事例や、幅広い日本人住民へ多文化共生の考え方を発信してい

る事例、各団体との協働や、留学生やＪＥＴプログラム参加者など

の人材の活用により地域における多文化共生の啓発を進めている事

例を紹介する。 
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N
PO

な
ど
地
域
内
の

様
々
な
主
体
と
の
間
で
、
災
害
時
の
外
国
人

住
民
対
応
に
か
か
る
連
携

が
不
十
分

 

⑤
情

報
の

多
言

語
化
体
制
等
に
課
題

制
度
的
情
報
や
専
門

情
報
の
多
言
語
化
、

少
数
言
語
へ

の
翻
訳
な
ど
が

困
難
。

 
わ
か
り
す
い
日
本
語
の
利
用
も
不
十
分

 

④
県

域
及

び
さ
ら
に
広
域
で
の
連
携
に

課
題

市
区
町
村
に
お
い
て
、
単
独
で
災
害
時
に

き
め
細
か
い
外
国
人
住
民
対
応
を
行
う
こ
と

に
は

限
界
が

あ
る
が

、
そ
の
支
援
体
制
は

 
確
立
さ
れ

て
い
な
い
。

 
 
大
規
模
災
害
を
考
え
る
と
、
都
道
府
県
域

を
超
え
る
広
域
的
な
連
携
が

不
十
分

 

⑥
情

報
の

確
実

な
伝
達
に
課
題

情
報
を
多
言
語
化
し
て
発
信
・
提
供
し
て

も
、
そ
の
情
報
を
必
要
と
す
る
エ
ン
ド
ユ
ー

ザ
ま
で
、
必
ず
届
い
て
い
る
と
は

限
ら
な
い

 

⑦
平

常
時

か
ら
の

外
国
人
住
民
の

地
域

へ
の

か
か
わ

り
に
課
題

外
国
人

住
民
の
平
常
時
か
ら
の
地
域
活
動

等
の
参
画
や
災
害
に
対
す
る
理
解
が

不
十
分

911717
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地
域

の
災

害
時

の
対

応
と
災

害
に
備

え
た
取

り
組

み

 「
東

北
地
方
太
平

洋
沖
地
震
多
言
語
支
援
セ
ン
タ
ー
の
取
り
組
み
」
 

阪
神

・
淡

路
大

震
災

、
新

潟
県

中
越

・
中

越
沖

地
震

で
の
活

動
経

験
か
ら
、

N
P
O
法

人
多

文
化

共
生

マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

全
国

協
議

会
が
、
東

日
本

大
震

災
発

生
時

に
は
即

日
「
東

北
地

方
太

平
洋

沖
地

震
多

言
語

支
援

セ
ン
タ
ー

」
を
被

災
地

外
の
全

国
市

町
村

国
際

文
化

研
修

所
に
設

置
。

 
災
害
関
連
情
報
の
発
信

に
つ

い
て
は
、

W
E
B
サ
イ
ト
等

を
通

じ
て
日

本
語

と
外

国
語

９
言

語
に
よ
り
行
っ
た
と
こ
ろ
、

4
7
,0

7
2
件

の
ア
ク
セ
ス
が
あ
っ
た
。
電

話
に
よ
る
相

談
で
は
、
多

言
語
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
と
い
う
、
日

本
語

と
外

国
語

５
言

語
で
の
対

応
を
行

い
、
放

射
能

や
支

援
希
望
な
ど
に
つ
い
て

1
3
3
件

の
相

談
が
あ
っ
た
。
ま
た
、
茨

城
県

や
宮

城
県

と
い
っ
た
被

災
地
の
国
際
交
流
協
会
等

へ
災

害
多

言
語

支
援

セ
ン
タ
ー

の
立

ち
上

げ
支

援
等

の
ス
タ
ッ

フ
派
遣
を
行
っ
た
。

 こ
れ
ら
の
活

動
は
平

成
２
３
年

３
月

１
１
日

か
ら
４
月

３
０
日

ま
で
続

け
ら

れ
、
運
営
ス
タ
ッ
フ
は
延

べ
４
５
６
人

に
上

っ
た

。

長
岡

市
「
新
潟
県
中

越
・
中
越
沖
地
震
の
経
験
を
生
か
し
た

 
バ

ッ
ク
ア
ッ
プ
セ
ン
タ
ー
」
 

 
長
岡

市
で
は
新
潟
県
中

越
・
中

越
沖

地
震

で
の
教

訓
を
生

か
し
、
市
と
社
会
福

祉
協
議

会
と

N
P
O
の
３
者
で
相
互
協
定

を
締

結
。
東

日
本

大
震

災
の
際

に
は
社
会
福

祉
協
議

会
の
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
を
中
心

と
し
、
そ
の
周

囲
に
子

育
て
、
介

護
な
ど
の
ほ
か
外
国

人
支
援

の
専
門

性
を
持
っ
た

N
P
O
等
を
配

し
た
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
セ
ン
タ
ー

を
立
ち
上

げ
、
６
月

末
ま
で
に
延
べ

約
四

千
名
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
し
た
。

 
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
セ
ン
タ
ー
に
配

さ
れ
た
専

門
家

団
体

が
お

互
い
連

携
す
る
こ
と
で
ス
ム
ー
ズ
に
機

能
し
た
。
例
え
ば
外
国
人

の
母

親
か
ら
お

む
つ

の
S
O

S
が
来
た
時
に
、
外
国

人
支
援

の
団
体
の

み
で
の
対
応
だ
と
、
お
む

つ
を
集

め
て
送

る
の
で
時

間
が
か
か
る
が
、
子
育
て
の

N
P
O
に
相
談
し

た
と
こ
ろ
、
あ
る
も
の
で
で
き
る
代

替
の
や

り
方

を
教

え
て
く
れ
る
な
ど
、
協
力
し
て
対

応
で
き
た
。

 
社
会
福
祉
協
議
会
が
立
ち
上

げ
る
通

常
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
だ
け
で
は
不

十
分
な
専

門
性

を
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
セ
ン
タ
ー

方
式

に
よ
っ
て
補

い
、
多

言
語

支
援

も
そ
の
一

部
と
し
て
連
携
で
き
た
。

 

「
多

文
化
共
生
推
進

人
材
の
育
成
と
活
用
」
 

 
平
成

1
8
年

3
月
に
「
多
文
化

共
生

推
進

プ
ラ
ン
」
が
総

務
省

よ
り
発

表
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、
地
域
で
多
文
化

共
生
を
体

系
的
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
で
き
る
人

材
を
育

成
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
同
年

5
月

よ
り
、
全

国
の
地

方
自

治
体

、
地
域

国
際
化

協
会
・
国
際

交
流
協

会
、
国

際
関
連

N
P
O
等
の
職
員
を
対

象
に
、
ク
レ
ア
と

JI
A

M
が
共

催
で

多
文
化
共
生
に
関
す
る
専

門
家

を
養

成
す

る
講

座
を
開

講
。
講

座
の
修
了

生
を
ク
レ
ア
が
「
多
文

化
共
生
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
」
と
し
て
認
定

し
て
い
る
。
多

文
化

共
生

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

は
外
国

人
住

民
に
関

わ
る
諸

制
度

や
諸

課
題

に
つ

い
て
理
解
し
、
関
係

機
関
・
部
局

等
と
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
及
び

企
画

・
立

案
を
行

う
こ
と
が
期

待
さ
れ
る
。

災
害
時
に
は
培
っ
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
を
生

か
し
た
外

国
人

住
民

支
援
な
ど
が
期

待
さ
れ
て
お
り
、
東

日
本
大

震
災
の
際
に
は
各

地
の
多
文

化
共

生
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

が
各

種
支
援
活
動
に
従
事
し
た
。

ま
た
、
多
文
化
共
生
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

の
修

了
者

を
対

象
と
し
た
、
「
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
講
座
」
が
行
わ
れ
て
お
り
、
多
文
化

共
生
を
取
り
巻

く
最

新
事

情
の
共

有
や

各
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
実
践
事
例
発

表
や

各
地

域
の
課

題
等

に
つ

い
て
の
意

見
交
換

等
が
行
わ
れ
、
個
々

の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
も
図
ら
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
ク
レ
ア
に
お
い
て
は
、
多

文
化

共
生

や
国

際
協

力
分
野
で
専

門
的
な
知

識
や
経

験
を
有
す
る
有

識
者
な
ど
を
「
地
域
国

際
化

推
進

ア
ド
バ
イ
ザ
ー

」
と
し
て
登

録
し
、
国
際
化
協
会
な
ど
の
要

望
に
応

じ
、
多

文
化

共
生

ま
た
は
国
際
協

力
推
進

の
た
め
の
研

修
会
や

講
演
会
な
ど
へ
派
遣
し
て
い
る
。
具
体

的
に
は
災

害
時

に
外

国
人
支
援
を
行
う
人
材
の
養

成
講

座
に
お

け
る
講

演
に
加

え
、
避
難
所

宿
泊
訓

練
の
中
で
、
避
難
所

巡
回
の
際
の
外
国

人
避
難

者
に
対

す
る
情

報
提

供
や

ニ
ー

ズ
把

握
の
方

法
等
を
指
導
等

を
し
て
い
る
。

 

「
中

国
・
四
国
ブ
ロ
ッ
ク
で
行
わ
れ
た
実
践
的
防
災

訓
練
」
 

 
ク
レ
ア
の
多

文
化

共
生

担
い
手

連
携

事
業

と
し
て
、
全

国
を
数

ブ
ロ
ッ
ク
に
分
け
て
教
育

や
災

害
支

援
等

の
テ
ー

マ
を
設

定
し
、
会

議
等

を
開

催
し
て
い
る
。

 
 
平

成
2
3
年

度
は

7
ブ
ロ
ッ
ク
中

5
ブ
ロ
ッ
ク
で
災

害
関

係
の
テ
ー
マ
が
扱
わ
れ
、
東
日

本
大
震

災
時

の
取

り
組

み
を
振

り
返

る
事

例
発

表
が
行

わ
れ

た
ほ
か
、
中

国
・
四
国

ブ
ロ
ッ
ク
で
は
外
国

人
住

民
を
含

め
る
こ
と
を
想

定
し
た
避

難
所

づ
く
り
、
災

害
多

言
語

支
援
セ
ン
タ
ー
設

置
・
運
営

訓
練

や
そ
の
一

環
と
し
て
の
避

難
所

巡
回

な
ど
、
外

国
人

住
民

も
参

加
し
て
の
実
践
的
な
防
災

訓
練

が
行

わ
れ
た
。
自

治
体

、
地

域
国

際
化

協
会

や
N

P
O
・
国
際
交
流

団
体
の
職
員
な
ど
が

参
加

し
、
一

般
住

民
も
参

加
し
て
の
災

害
時

外
国

人
サ
ポ
ー

タ
ー

育
成
に
も
活
用
さ
れ
た
。

  

静
岡

県
「
地
震
防
災
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
「
や
さ
し
い
日
本
語
」
版
」
 

 
静

岡
県

に
お
い
て
は
、
東

日
本

大
震

災
に
お

い
て
は
多

言
語
で
の
情
報
を
発
信
し
た
も
の
の
、

実
際

直
接

被
災

し
た
と
き
に
同

様
の
対

応
を
す

る
の
は
困

難
で
は
な
い
か
と
の
懸
念
が
あ
っ
た
。

ま
た
、
防

災
訓

練
に
参

加
す

る
外

国
人

が
少

な
く
、
災

害
に
対

す
る
備
え
を
外
国
人

住
民
の
間

に
浸

透
さ
せ

る
こ
と
を
課

題
と
認

識
し
て
い
た
。

 
 
そ
こ
で
、
日

本
語

を
学

ぶ
外

国
人

に
着

目
し
、
日

本
語

を
学
び
な
が
ら
防
災
知

識
を
習
得
で
き

る
「
地

震
防

災
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
「
や

さ
し
い
日

本
語

」
版

」
を
作

成
し
た
。

 
 
こ
れ
は
地

震
の
前

に
準

備
し
て
お

く
べ

き
こ
と
や

、
地

震
が
起
き
た
時
に
と
る
べ
き
対
応
な
ど
を
、

分
か
り
や

す
い
日

本
語

で
簡

潔
に
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。

 
 
日

本
語

教
室

で
の
教

材
と
し
て
活

用
す

る
ほ
か
、
自

治
体

や
自
主
防

災
組
織
に
配
布
し
、
日

本
人

に
よ
る
活

用
も
期

待
し
て
い
る
。

  

大
泉

町
「
文
化
の
通
訳
事
業
、
外
国
人
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
チ
ー
ム
に
よ
る

 
被

災
地

支
援
・
防
災
を
軸
と
し
た
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
」
 

外
国

人
の
日

本
滞
在

が
長
期

化
し
て
い
る
今
日
、

大
泉

町
で
は
外
国
人
住
民
を
「
い
つ
か
は
帰
る
お

客
様

」
で
は
な
く
「
共
に
地
域
に
暮
ら
す
生
活
者
」

と
と
ら
え
、
そ
れ
ぞ
れ
の
母
語
で
日
本
の
習
慣
や

制
度

、
マ
ナ
ー

な
ど
を
伝
え
る
こ
と
の
で
き
る
「
文

化
の
通

訳
登

録
事
業
」
を
実
施
。
「
習
字
と
日
本
の

マ
ナ
ー

講
座

」
「
日
本
料
理
の
基
礎
と
ゴ
ミ
の
分
別

講
座

」
な
ど
、
楽
し
み
な
が
ら
日
本
の
マ
ナ
ー
や
制

度
等

に
つ

い
て
学
べ
る
講
座
を
実
施
し
て
い
る
。

東
日

本
大

震
災

で
は
、
ブ
ラ
ジ
ル
人

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
中

か
ら
被
災

地
支
援
の
声
が
上
が
り
、
救

援
物

資
や

義
援

金
の
協

力
の
ほ
か
、
東

北
へ

の
炊

き
出

し
支

援
事
業
に
も
積

極
的
な
参

加
が

あ
っ
た
。
そ
れ
ら
の
機

運
の
高

ま
り
を
一

過
性

の
も
の
に
し
な
い
た
め
、
大
泉
町
で
は
日
頃

か
ら

情
報

交
換

を
し
て
、
行

政
と
顔

の
見

え
る
関

係
を
築

い
て
い
る
ブ
ラ
ジ
ル
人
を
中
心
に
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
チ
ー

ム
を
結

成
、
町

が
活

動
支

援
を
行

っ
て
い
る
。

仙
台

国
際
交
流
協
会
「
東
日
本
大
震
災
時
に
お
け
る

 
仙

台
市

災
害
多
言
語
支
援
セ
ン
タ
ー
の
取
り
組
み
」
 

財
団

法
人
仙

台
国
際
交
流
協
会
で
は
平
成

2
3
年

3
月

1
1
日

の
東

日
本

大
震
災
発
生
以
降
、
仙
台
市
が
仙

台
国

際
セ
ン
タ
ー
内
に
設
置
し
た
仙
台
市
災
害

多
言

語
支

援
セ
ン
タ
ー
を
運
営
し
、
外
国
人
留
学
生
を
含
む

市
民

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
関
係

機
関

か
ら
の
協

力
を
得
て
、

多
言

語
に
よ
る
情
報
発
信
と
電
話
で
の
相
談
対
応

、
避

難
所

の
巡

回
、
大
使
館
や
メ
デ
ィ
ア
へ
の
対
応
な
ど
の

活
動

を
行

っ
た
。

 
発
災
３
日
目
に
電
気
が
復

旧
す

る
ま
で
は
、
暖

房
も
な
く
、
使
え
る
パ
ソ
コ
ン
も
少
な
い
状
況
で
、

初
め
の

6
日
間
は

2
4
時
間
活

動
し
て
い
た
。

 
情
報
発
信
は
主
に
仙
台

市
、
他

関
係

機
関

や
地

元
の
新

聞
か
ら
出
て
く
る
情
報
を
翻

訳
し
て
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
、
ラ
ジ
オ
、
避
難
所

巡
回

の
中

で
発

信
し
て
い
っ
た
。
仙
台
市

に
お
け
る
災
害

多
言
語

支
援
セ
ン
タ
ー
の
役
割
が
あ
ら
か
じ
め
決

ま
っ
て
い
た
の
で
、
毎
日

フ
ァ
ッ
ク
ス
で
送
ら
れ
て
く
る
対

策
本
部
の
情
報
か
ら
、
外
国

人
被

災
者

に
必

要
な
情

報
を
選

択
し
て
翻
訳
し
て
い
っ
た
。

情
報
の
翻
訳
に
つ
い
て
は
、
当

日
使

う
情

報
な
ど
は
自

ら
が
行
い
、
量
の
多
い
も
の
や

時
間
が
か

か
っ
て
も
正
確
性
が
問
わ
れ
る
情

報
な
ど
に
つ

い
て
は
大

学
や

N
P
O
な
ど
遠

隔
地
の
様
々
な
団

体
に
、
翻

訳
作
業
を
分
散
さ
せ

て
協

力
を
求

め
た
。
ま
た
、
ク
レ
ア
の
協
力

の
も
と
他
の
国

際
交
流

協
会
な
ど
か
ら
職
員
の
派
遣

を
受

け
、
通

訳
が
不

足
し
て
い
る
言
語

の
通
訳

や
、
増
大
し
た
事

務
の

処
理
の
支
援
を
受
け
た
。

 

 東
京

外
国
語
大
学
「
東
日
本
大
震
災
時
の
災
害
情
報
支
援
活
動
」
 

東
京
外

国
語

大
学

で
は
、
外

国
語

大
学

な
ら
で
は
の
社

会
貢

献
を
行

う
た
め
、
教

職
員

や
大

学
院

生
等

の
言

語
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
活

動
を
推

進
し
、
登

録
し
て
も
ら
っ
て
い
る
。
ま
た
、

多
言

語
・
多

文
化

社
会

専
門

人
材

養
成

講
座

を
開

講
し
、
自

治
体

や
国

際
交

流
協

会
等

の
職

員
な
ど
を
対

象
と
し
た
多

文
化

社
会

コ
ー

デ
ィ
ネ
ー

タ
お

よ
び

外
国

人
相

談
活

動
等

の
経

験
者

を
対

象
と
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
通

訳
者

の
養

成
を
行

っ
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
発
生

時
に
は
、
即

日
翻

訳
チ
ー

ム
を
立

ち
上

げ
、
災

害
情

報
の
翻

訳
を

行
い
２
２
言
語
に
よ
る
「
多

言
語

災
害

情
報

支
援

サ
イ
ト
」
を
立

ち
上

げ
た
。
言

語
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
通
訳
に
加

え
、
海

外
に
居

住
し
て
い
る
東

京
外

大
Ｏ
Ｂ
、
Ｏ
Ｇ
、
ネ
イ
テ
ィ

ブ
の
参
加
に
よ
り
正
確
性

と
迅

速
性

を
確

保
し
た
。

当
初
は
仙
台
市
の
災
害

情
報

、
そ
の
後

に
放

射
線

被
曝

に
関

す
る
基

礎
知

識
、
入

国
管

理
局
か
ら
出
さ
れ
る
お
知
ら
せ

の
翻

訳
、
日

弁
連

の
電

話
法

律
相

談
チ
ラ
シ
の
翻

訳
お

よ
び
ト
リ
オ
フ
ォ
ン
に
よ
る
通

訳
を
行

っ
た
。
ま
た
、
海

外
居

住
者

が
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
を
活

用
し

て
参
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
計

画
停

電
な
ど
で
日

本
に
お

い
て
作

業
が
滞

る
時

に
も
海

外
で

翻
訳
を
進
め
て
も
ら
う
な
ど
役

割
分

担
が
で
き
た
。

 

＜
参
考
＞

■
本

報
告

書
の

内
容

全
般

に
関

す
る

問
い

合
わ

せ
先

：

総
務

省
自

治
行

政
局

国
際

室

（
T

e
l：

0
3

-
5

2
5

3
-
5

5
2

7

E
-
m

a
il：

s
o
u

m
u

jic
h

i@
m

l.s
o
u

m
u

.g
o
.jp

）

■
本

報
告

書
の

地
方

自
治

体
に

お
け

る
実

施
・

取
組

に
あ

た
っ

て
の

相
談

・
問

い
合

わ
せ

先
：

(財
)自

治
体

国
際

化
協

会
 多

文
化

共
生

部

  
  

  
 多

文
化

共
生

課
 

（
T

e
l 
: 
 0

3
-
5

2
1

3
-1

7
2

5
 

E
-
m

a
il 
：

ta
b

u
n

k
a
@

c
la

ir
.o

r.
jp

）

・
JIA

M
及

び
JA

M
Pと

共
催

す
る
専

門
的

研
修

ht
tp

:/
/w

w
w

.c
la

ir.
or

.jp
/j/

m
ul

tic
ul

tu
re

/ji
am

/in
de

x.
ht

m
l

・
多

文
化

共
生

施
策

担
い
手

連
携

推
進

事
業

ht
tp

:/
/w

w
w

.c
la

ir.
or

.jp
/j/

m
ul

tic
ul

tu
re

/s
ok

us
hi

n/
ni

na
ite

.h
tm

l
・
地

域
国

際
化

推
進

ア
ド
バ

イ
ザ

ー
の

派
遣

ht
tp

:/
/w

w
w

.c
la

ir.
or

.jp
/j/

m
ul

tic
ul

tu
re

/s
ok

us
hi

n/
ad

vi
so

r.h
tm

l
・
災

害
時

多
言

語
支

援
セ
ン
タ
ー
設

置
運

営
マ
ニ
ュ
ア
ル

ht
tp

:/
/w

w
w

.c
la

ir.
or

.jp
/j/

m
ul

tic
ul

tu
re

/t
ag

en
go

/s
ai

ga
i.h

tm
l

・
多

言
語

情
報

の
提

供
ht

tp
:/

/w
w

w
.c

la
ir.

or
.jp

/j/
m

ul
tic

ul
tu

re
/r

en
ke

i/t
ag

en
go

.h
tm

l
・
外

国
人

住
民

災
害

支
援

情
報

ht
tp

:/
/w

w
w

.c
la

ir.
or

.jp
/t

ab
un

ka
/s

hi
ns

ai
/

な
ど
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○
近

年
、
外
国
人
住
民
数
が
増
加
し
て
い
る
中
、
大
き
な
被
害
を
も
た
ら
す
自
然
災
害
が
頻
繁

に
発

生
し
て
い
る
状
況
。

○
総

務
省

で
は
「
情
報
難

民
ゼ
ロ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」を

開
催
し
、
同
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
平
成

28
 年

12
月
）
に
お
い
て
、

20
20

年
の
目

指
す
姿

の
一
つ
と
し
て
、
避
難
所
等
に
い
る
外
国
人
被
災

者
へ

の
情
報
伝
達
を
支
援
す
る
「災

害
時
外
国
人
支
援
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」
の
配
置

が
示

さ
れ
た
。

○
こ
れ

を
受
け
、
「
災
害
時

外
国
人
支
援
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
制
度
に
関
す
る
検
討
会
」を

設
置

。
（
平
成

29
年
５
月
）

○
災

害
時

に
お
け
る
外
国

人
対
応
に
関
し
、
以
下
の
３
つ
が
大
き
な
課
題
と
さ
れ
た
。

①
言
語
の
壁
が
あ
る
、
②

背
景
知
識
が
不
足
し
て
い
る

、
③

ニ
ー
ズ
が
多
様
で
あ
る
（
食
生
活
、
習
慣
等
）

災
害

時
外
国
人
支
援
情

報
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ
ー

制
度
に
関

す
る
検

討
会

報
告

書
概
要

は
じ
め
に

／
第

１
章

災
害

時
の

外
国

人
対

応
に
関
す
る
施
策
の
こ
れ
ま
で
の
動
き

第
２
章

災
害
時
の
外
国
人
対
応
に
関
す
る
調
査
結
果

※
1

○
都
道
府
県
・
政
令
指
定
都

市
に
お
い
て
、
約

８
割

の
団

体
※

2 が
災

害
多

言
語

支
援
セ
ン

タ
ー
等
の
外
国
人
支
援
体

制
を
整

備
済

み
で
あ
る
。

○
地
域
国
際
化
協
会
は
、
地

域
の

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や

日
本

語
教

室
等

と
多

様
な
つ
な
が

り
を

持
っ
て
お
り
、
災
害
時

に
お
け
る
外

国
人

支
援

に
あ
た
り
、
そ
の

果
た
す
役

割
は

大
き
い
。

○
災
害
時
の
外
国
人
住
民
の

ニ
ー
ズ
把

握
方

法
と
し
て
は

、
地

域
国

際
化

協
会

等
の

活
用

や
窓
口
で
の
情
報
収
集

、
避

難
所

へ
の

巡
回

等
が

多
い
。

○
地
方
公
共
団
体
が
災
害

時
に
外

国
人

に
期

待
す
る
協

力
分

野
は

、
通

訳
・
翻

訳
の

ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
が
最
も
多
い
。

※
1 
都
道
府
県
・
政
令
指
定
都

市
・

31
2市

区
町
村
（
抽
出
）
、
都
道

府
県

の
地

域
国

際
化

協
会

を
対

象
と
し
た

ア
ン
ケ
ー
ト
（
平
成

29
年
３
月

総
務

省
実

施
）
よ
り
。

※
2 
協
定
に
基
づ
く
も
の
が
６
割

程
度

、
協

定
に
基
づ
か

な
い
も
の

が
２
割

程
度

。

第
３
章

災
害
時
外
国
人
支
援
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
概
要

第
４
章

災
害
時
外
国
人
支
援
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
制
度
の
仕
組
み

○
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
養

成
す
る
た
め
、
既

存
の

研
修

の
活

用
を
含

め
て
必

要
な
研

修
が

実
施

さ
れ

る
こ
と
が

望
ま
し
い
。

○
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
し
て
誰

を
配

置
可

能
か

管
理

し
て
お
く
た
め
、

研
修
修

了
者

を
掲

載
す
る
情

報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
候

補
者

の
名

簿
を

作
成
す
べ

き
。

○
災
害
時

に
お
け
る
外
国
人
被

災
者

へ
の

情
報

伝
達

に
関

す
る

課
題
と
し
て
は
、

・
災
害
時

に
行
政
等
か
ら
提

供
さ
れ

る
情

報
量

は
膨

大
・
外
国
人

の
ニ
ー
ズ
・
求
め
る
情

報
は

多
様

で
あ
る
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
る
。

○
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

※
1 は

、
災

害
多

言
語

支
援

セ
ン
タ
ー
等

に
お
い
て
、
災
害
時
に
行
政

等
か

ら
提

供
さ
れ

る
災

害
や

生
活

支
援
等

に
関
す
る
情
報
を
整

理
し
、
外

国
人

被
災

者
の

ニ
ー
ズ

と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
実
施

※
2 。

○
災
害
時

に
円
滑
に
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
制

度
を
機

能
さ
せ

る
た
め
に
、
平
常
時
か
ら
関

係
団

体
等

※
3 の

間
で
連

携
を
図
っ

て
い
く
こ
と
が
重
要
。

○
ま
ず
は
都
道
府
県
及
び
政

令
指

定
都

市
で
配

置
可

能
な
体

制
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
が
期
待

さ
れ

る
。

災
害

時
外

国
人

支
援

情
報

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

マ
ッ
チ
ン
グ

多
言

語
へ

の
翻

訳
等ニ

ー
ズ
伝
達

情
報
収
受

情
報
伝
達

（
H

P
、
メ
ー
ル

、
地
方

公
共
団
体
窓
口
等
）

行
政

、
支

援
団
体

（
政

府
・
地

方
公

共
団

体
、
企

業
、
支

援
団

体
）

外
国

人
被
災
者

ニ
ー
ズ
把
握

（
地
方
公
共
団
体
窓
口
等
）

○
○
県
（
○
○
市
）

災
害
多
言
語
支
援
セ
ン
タ
ー

※
1 
情

報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
の

担
い
手
は
、
都
道
府
県
・
政
令
指
定
都
市
か
ら
推

薦
さ
れ

た
者

を
想

定
。
具

体
的

に
は

、
地

域
の
実

情
に
応

じ
て
、
日

頃
か

ら
外

国
人

対
応

に
習

熟
し
て
い
る
地
方
公
共
団
体
の
職

員
、
地
域
国

際
化

協
会
や

市
区
町

村
の
国

際
交
流

協
会
の

職
員
な
ど
。

※
2 
情

報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
は

、
外
国
人
被
災
者
か
ら
ニ
ー
ズ
を
直
接
把
握
し
た
り
、
必

要
な
情

報
を
翻

訳
し
て
外

国
人

被
災
者

に
伝

達
し
た
り
す

る
ス
タ
ッ
フ
と
連

携
し
て
活

動
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

※
3 

 連
携

を
図

る
関

係
団
体

と
し
て
は
、
行
政
、
地
域
国
際
化
協
会
、
多
文
化
共

生
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
社

会
福

祉
協

議
会

等
が

考
え
ら
れ
る
。

※
1 
後
期
研

修
は

、
「
災

害
多

言
語

支
援

セ
ン
タ
ー
等

の
役

割
や

運
営

」や
「
災
害

時
に
お

け
る
外

国
人

被
災

者
へ

の
情

報
伝

達
」
に
関

す
る
研

修
の

ほ
か
、
ロ
ー
ル

プ
レ
イ
等

を
予
定
。

情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
な
る
た
め
の
研
修

（後
期
研
修

※
1 ）

情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
候
補
者
の
名
簿
登
録

未
経
験
者
向
け
の
研
修

（前
期
研
修
）

（災
害
対
応
未
経
験
者
）

（災
害
対
応
経
験
者
）

研
修
対
象
者

911717
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○
平
成
2
8
年
に
総
務
省
に
お
い
て
「情
報
難
民
ゼ
ロ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
を
開
催
し
、
同
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
平
成
28
年
12
月
）
で
、
20
2
0年
の

目
指
す
姿
の
一
つ
と
し
て
、
避
難
所
等
に
い
る
外
国
人
被
災
者
へ
の
情
報
伝
達
を
支
援
す
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
が
提
示
。

○
「
災
害
時
外
国
人
支
援
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
制
度
に
関
す
る
検
討
会
」（
平
成
29
年
度
）に
お
い
て
議
論
。

１
．
背
景
・
経
緯

「
災
害
時
外
国
人
支
援
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」
の
養
成

２
．
災
害
時
外
国
人
支
援
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
養
成
に
つ
い
て

○
平
成
3
0
年
度

日
程
：
平
成
3
1年
２
月
21
日
（
木
）～
22
日
（金
）、
場
所
：総
務
省
自
治
大
学
校

○
令
和
元
年
度

日
程
：
令
和
２
年
２
月
５
日
（
水
）
～
６
日
（
木
）
、
場
所
：
総
務
省
自
治
大
学
校

（
参
考
）
養
成
研
修
の
実
績

○
「
災
害
時
に
行
政
等
か
ら
提
供
さ
れ
る
災
害
や
生
活
支
援
等
に
関
す
る
情
報
を
整
理
し
、
避
難
所
等
に
い
る
外
国
人
被
災
者
の
ニ
ー
ズ

と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
う
「災
害
時
外
国
人
支
援
情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」に
つ
い
て
、
令
和
２
年
を
目
途
に
都
道
府
県
及
び
指
定
都
市
で

の
配
置
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
養
成
研
修
を
平
成
30
年
度
か
ら
実
施
す
る
。
」
（総
務
省
）《
施
策
番
号
65
》

出
典
：「
外
国
人
材
の
受
入
れ
・共
生
の
た
め
の
総
合
的
対
応
策
（改
訂
）」
（令
和
元
年
12
月
20
日
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）

イ
メ
ー
ジ
図

外 国 人 被 災 者

災
害
時
外
国
人
支
援

情
報
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

ニ
ー
ズ
把
握

（
地
方
公
共
団
体
窓
口
等
）

情
報
伝
達

（
Ｈ
Ｐ
、
メ
ー
ル
、
地
方
公
共
団
体
窓
口
等
）

ニ
ー
ズ
伝
達

情
報
収
受

地 域 国 際 化 協 会 等

※
「災
害
多
言
語
支
援
セ
ン
タ
ー
」
等
の
多
言
語
で
の
情
報
発
信

を
担
う
組
織
を
想
定

＜
○
○
県
（
○
○
市
）
災
害
多
言
語
支
援
セ
ン
タ
ー
※
＞

連
携

地 方 自 治 体
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